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「街づくりモデル」のまとめ方案 （梶浦） １ 

①新産業創出型 

ＩＣＴ活用例 必要とされる情報 担い手 備考 

電子教科書・ 
 電子図書館 

電子書籍等 出版社、行政等 

遠隔医療・医療（病
診）介護連携 

医療情報、介護情報
等 

医療機関、介護施設、
行政等 

地域特産品のＥＣ 

地元企業ポータル 

中小企業経営 
 クラウド 

地域ＳＣＭ 

高付加価値農林 
 水産品流通 

1



「街づくりモデル」のまとめ方案 （梶浦） １ 

②新サービス創出型 

ＩＣＴ活用例 必要とされる情報 担い手 備考 

単身高齢者の 
 買物・配送 

個人の医療・健康 
 情報管理 

医療情報、健康情報、
等 

医療機関、フィットネ
スクラブ等 

公共サービス 
 プロモーション 

オンデマンド仕入 

イベント等集客ソフト 
 映像配信 

高齢者教育 教材、等 教育機関、行政、等 

2



「街づくりモデル」のまとめ方案 （梶浦） １ 

③ソーシャルコミュニティ型 

ＩＣＴ活用例 必要とされる情報 担い手 備考 

カーシェア等 
 共同利用 

エコポイント・基金 
 （ＤＢ） 

ボランティア（ＤＢ） 

在来メディアとＳＮＳ 
 等による災害通信 

子育てサポーター 

情報制作・参加 
 サービス 
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「街づくりモデル」のまとめ方案 （梶浦） １ 

④都市センシング型 

ＩＣＴ活用例 必要とされる情報 担い手 備考 

設備状況 
 モニタリング 

スマートグリッド 電力消費・生産状況 
過去の使用歴・気象 

電力事業者 
行政 

都市エネルギ・モニ
タリング 

電力、ガス、熱エネ
ルギー等 

行政、ユーティリティ、
ビル管理会社等 

防犯・防災監視 

スマートメーター 

建物や駐車場の 
 遠隔監視 

建設機械の 
 稼動監視 

稼動状況・位置 
機器特性・稼動歴 

機器保守事業者 
 

高付加価値農林 
 水産品生産 
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「街づくりモデル」のまとめ方案 （梶浦） １ 

⑤まちづくりマネジメント型 

ＩＣＴ活用例 必要とされる情報 担い手 備考 

公共交通 
 ナビゲーション 

公共交通運行状況 
一般車の位置・速度 
道路規制・事故等 

公共交通事業者 
ナビ・サービサー 

エコライフ 
 モニタリング 

高度防災システム 地形データ、シミュ
レーション、パーソン
トリップ等 

行政、大学 

子供居場所 
 モニタリング 

子供の位置・状況 
危険マップ 

教育機関 
防犯サービサー 

単身高齢者 
 福祉見守り 

高齢者の状況・位置 
病歴等 

ヘルスケアサービ
サー、行政 

交通状況把握シス
テム 
 

ＯＤ情報、プローブ
情報、 

行政 
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東芝コメント－ICTを活用した新たな街づくりモデルについて 

 
①新産業創出型  従来の組織の枠を超えたサービスチェーン 
②新サービス創出型  組織と個人（市民、消費者）のコラボレーション 
 
●異なる事業体のコラボで、双方及び利用者にメリットが生まれるシステム 
・例えば、郊外の大型商業施設と都市部の駅周辺商業施設には、どちらも人が集まるが、従来は競合する関係にあった。 
 ⇒これらを“新産業創出型のサービスチェーン“で考えてみる。 
 （双方の立地条件としての保有空間の違いに着目。郊外型は十分な駐車スペースがある一方、駅前ではせいぜい駐輪場程度） 
  この条件を利用者の移動目的に合わせ、効率よく商業施設を利用するしくみを考える。 
 自宅→郊外商業施設へ自家用車（ＥＶも含）で移動し駐車。循環バス（ＥＶバスも含）で駅商業施設へ。 
 （ＥＶ車であれば駐車中に充電） 
 これは都市の渋滞緩和やエネルギーの効率利用を考えたもの。また、ＥＶバスは大型商業施設に設置される太陽光発電や、 
 始・終着となる駅での太陽光発電や電車の回生エネルギーを利用して高効率充電を行う。 
 駅周辺の商業施設で用事を済ませた利用者は商業施設に戻り、自家用車に乗り換えて帰宅。 
 【メリット】 
 ・商業施設： （郊外型） 帰りに利用者が買い物（重いものやかさばるものなど）する機会を得る。 
          （駅前型） これまでターゲットとしづらかった車利用の顧客層を取り込める。 
 ・利用者 ： どちらの商業施設でも従来より自由に買い物ができる。 
 ・鉄道会社： 失効回生エネルギーの発生を減らせるとともに充電料金による収入を得る。 
 （３枚目にイメージ図） 

（１）ICTを活用した新たな街づくりモデルについては、「ICTを活用した新たな街づくりの基本的考え方」における「これから
の街」を実現するため、データオブジェクトやサービスチェーンに着目した次の５つのモデルを基本とし、町の規模等の軸も
踏まえたモデル化の検討を行ってはどうか。 

2012.4.3 
(株）東芝 
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③ソーシャルコミュニティ型 個人と個人のコラボレーション 
●従来の「売ります」「買います」をさらにきめ細かく迅速に行う、ショッピングシステム 
●従来自治体で行っている「ファミリーサポート」（シッターが必要な子供を、自治体と契約した地域の育児経験者が預かる仕組   
 み）等を、ICT導入でタイムリーに行う。（従来の、サービスが欲しいときに迅速な対応が得られないという課題を解決） 
 →ただし、安心・安全な利用のためには、サービスの利用者と提供者間に、自治体が仲介する仕組みは残存要か。 
●中山間部等に住む住民（週に１度の移動式スーパーしか来ないような地域。国内に多く存在）が、宅配などで当地域へ出向く
必要がある者に、街で販売している生鮮食品等を一緒に配達してもらえるようなサービス。 
 
 
④都市センシング型  定点情報時系列管理 
⑤街づくりマネジメント型 ユーザ情報フィードバック 
 
「集約」と「分散」の両方の切り口から検討。 
●集約のメリット 
・人が集まるところで発生するエネルギーやモノの回収、近隣への融通を行う。 
・集まってきた人そのものの情報も吸い上げる仕組みも作る（災害時の安否確認にも利用可能） 
 例： 駅やバス停などの人々が集まる場所でエネルギー管理と情報管理を賢く、的確に行うしくみ。 
●分散のメリット 
・メッシュで情報を利用者へ提供する仕組みを作る。例えばバス停、郵便ポスト、信号など、地域に密に存在する公的なモノを 
 生かしきめ細かい情報提供を行うとともに、より快適な状況を作る。  
 例： バス停に監視カメラ・掲示板を設置し、正確な到着時刻を表示したり、乗降客を把握し、必要に応じて後続バスへの誘導   
    を促すサービス。 
    高齢者、児童などへの地域ぐるみでの見守りシステムを、人間の眼だけでなく地域に点在する既存のモノになんらかの 
    機能を持たせることで（センサー付与等）、さらに安心できるものにする。   
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スマートコミュニティ・ステーション 

ＨＥＭＳ ＨＥＭＳ 

ＢＥＭＳ 

スマートSA / ＰＡ・道の駅 

スマートバスステーション 

  スマートモール 

SA/ＰＡ ＥＭＳ 

高速道路ＥＭＳ 

パーク＆ライド 

ＥＶ充電 

エコポイント 

ＥＶバス充電 

バスナビ 

災害情報 

災害情報 ：安否確認等も含む 

ＰＶ 蓄電池 

蓄電池 ＰＶ 

ＥＶバス充電 

バスナビ 

災害情報 

エコポイント 

ＰＶ ＰＶ 
ＥＶ充電 

ＥＶ充電 

ﾒｯｼｭ ＥＭＳ ＰＶ 蓄電池 

バスナビ 災害情報 

蓄電池 ＰＶ 

ＥＶ充電 

災害情報 EV運転支援情報 

充電混雑情報 

EV運転支援情報 ：道路混雑情報 
 走行可能距離予測 
          など 

  スマートステーション 
駅ＥＭＳ 

回生エネルギー 

鉄道ＥＭＳ 

ＰＶ 

←バスナビ 
←自販機 

蓄電池 ←災害情報・防災情報 ←災害情報・防災情報 

ＥＶ 
ＥＶバス 

P ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ 

2012-3-26 
（株）東芝 

スマートコミュニティ事業統括部 
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（２）各モデルごとに活用される特徴を抽出し、各モデル共通となる基盤的なＩＣＴシステム、各モデルごとのＩＣＴシステ
ムに着目して、利用者視点から見た、分かりやすいＩＣＴ街づくりのイメージを検討してはどうか？ 

 
各モデルで共通な基盤ＩＣＴシステムは、クラウド上に構築されるデータベースや分析プラットフォームなどと考える。な

お、実際の基盤ＩＣＴシステム開発は、各民間会社の競争領域になる可能性が高い。国として主導すべきは、情報
モデルを中心とした規格化であると考える。街づくりに必要な規格群と現状の規格群とのギャップ分析を行い、不
足分は、他国に先駆けて規格化を主導することと考える。 
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0

ICTを活用した街づくりに
係る検討資料

東日本電信電話株式会社
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1

ICTを活用した街づくりイメージ（目指すゴール）

環境 行政サービス 交通

教育

防犯

一次産業

医療・福祉

観光 防災産業振興

プラットフォーム

量・質データを活用量・質データを活用量・質データを活用 リアルタイム処理による高度化リアルタイム処理による高度化リアルタイム処理による高度化

テレメータ
リング

Ｗｅｂ
サイト

自治体業務
システム

金融系
システム

医療・介護
システム

ソーシャル
メディア

ニュース
イベント
天気 etc

交通流
モニタリング

人感
センサ

個人健康
管理

健診＋問診
レセプト

介護給付

売上情報
（商店街）

診療
情報

ネット
ショッピング

教育
システム

環境
モニタリング

構造物
モニタリング

家電製品 エネルギー

インターネット ビジネスネットワークセンサーネットワーク

あらゆるデータ（センサー収集、インターネット上、各組織保有）を官・民・学が連携して活用し、
住民が暮らしやすく、便利で安心・安全な街づくりを実現する。

ICTを活用した街
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2

◆自治体がICTを活用した街づくりを推進するための検討ステップ（案）

◆基本的な考え方

ICTを活用した街づくりの基本的な考え方

2ndSTEP 3rdSTEP1stSTEP

サービス一覧表（NRI殿5類型

×MRI殿利活用分野）から、

関心のある類型・分野を検討

＜5類型＞

・新産業創出型

・新サービス創出型 など

＜利活用分野＞

・地域アイディンティティ

・街並美化 など

関心ある類型と分野を検討
街の置かれているポジション

を確認
活用ICTを検討

※詳細は3頁参照 ※詳細は4頁参照 ※詳細は5頁参照

人口動態と高齢化率からなる

4分類をもとに、自らの位置を

確認

＜分類＞

・成長都市

・大都市

・地方都市

・成熟都市

関心ある類型・利活用分野と

都市分類から、活用するICTを

検討

＜活用ICT＞

・アプリケーション

・クラウド

・ブロードバンド

・ワイヤレス

・センサー

・ID など

ICTを活用した街づくりは画一的ではなく、街の置かれている諸条件や街の目指すべき方向
により異なるため、自治体にとっては、自らが実施すべき街づくりをイメージし易いことが重要
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3

◆自治体の関心ある類型と分野の明確化
NRI殿5類型を横軸、MRI殿利活用分野を縦軸にした、サービス一覧表から自治体が
関心ある類型と分野を検討

1stSTEP：類型と利活用分野の検討

<サービス一覧表イメージ>

防災警報防犯・防災監視在来メディアとSNS等に
よる災害時通信

・・・・・・安全生活

・・・・・・書道、子供の遊び就労支援、

カルチャーセンター

電子教科書、

電子図書館

ラーニング

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

―河川モニタリング

構造物モニタリング

ボランティア街歩きイベント企業、学術機関誘致街並美化

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

高齢者見守り―子育て遠隔健康相談高度医療福祉生活

設備モニタリング

歴史的建造物、

地形モニタリング

都市センシング型

（M2M）

デマンド交通、

単身高齢者の買物・配
送

アグリツーリズム、

体験イベント

新サービス創出型

（B2C/C2B）

公共交通ナビ、

子ども居場所モニタリ
ング

カーシェア、

子育てサポーター

―安心生活

―伝統文化継承地域特産品

ブランディング

地域アイディンティ
ティ

街づくりマネジメント
型（M2P/P2M）

ソーシャルコミュニティ
型（C2C）

新産業創出型

（B2B）
分野

(MRI殿)

類型

(NRI殿)
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4
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2ndSTEP：ICT利活用分野に向けた自治体特性の考え方

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

0 10 20 30 40 50

高齢化率

人
口
増
減
率

大都市

例：東京23区、横浜市、川崎市

・県庁所在地、政令指定都市

・若者が多い
・人口が集中

成熟都市

例：山間部、離島

・一次産業中心

・高齢化・過疎化の進行地域

地方都市

例：北九州市、日光市、箱根町

・地域の2番目以下の都市
・産業変化による人口減少地域

自治体数 総人口

90
1,650万人

自治体数 総人口

324

5,638万人

自治体数 総人口

599

4,352万人

715
1,165万人

自治体数 総人口

成長都市

例：三重県朝日町、守谷市、八潮市

・新興ベッドタウン、再開発地域
・交通の便が良い
・若いファミリー層が多い

2010年度国勢調査をもとに、人口増減率（対2005年比）と高齢化率（2010年）から4つに分類

・約半数の自治体で高齢化率が

50％超える

・約90％の自治体の人口が減少
成長都市成長都市

大都市大都市

地方都市地方都市

成熟都市成熟都市

人口減少率と高齢化率
の高い都市の増加が推
測される

2010年2010年
2035年2035年

成長都市成長都市

大都市大都市

地方都市地方都市

成熟都市成熟都市

自治体が必要とするICT利活用分野を把握するための前提として、対象となる住民の人口
動態及び高齢化率の傾向に着目し、街を４つに分類
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5

3rdSTEP ：「新サービス創出型」街づくりに活用するICTの考え方

クラウド、ブロードバンド、ワイヤレス、センサー、ID活用ICT

地域アイデンティ
ティ

安心生活

プラットフォーム

家族多い

ICTリテラシー発展中

ICTインフラ一部充実

地方都市

福祉生活

高齢者多い

ICTリテラシー今後発展

ICTインフラ課題

家族多い

ICTリテラシー比較的高い

ICTインフラほぼ充実

若者多い

ICTリテラシー高い

ICTインフラ充実

街の特徴

I

C

T

利
活
用
分
野

成熟都市成長都市大都市街

基盤サービスによる情報活用

データデータデータ 連携 活用 連携 活用 ・・・

イベント等集客ソフト、映像配信（参加型アプリ、エリアワンセグ）

公共サービス・プロモーション（SNS、ホワイトスペース、デジタルサイネージ）

単身高齢者の買物・配送（マッチング、SNS）

個人の健康情報管理（データベース、データ連携、画像配信）

地域課題に応じた利活用

民間主体（健康記録サイト、アプリ）
行政主体（保健師による訪問健康相談）

行政主体（生協）
民間主体（EC）

行政主体（回覧板）
行政＋民間（SNS）

・ ・ ・ ・ ・

データデータデータ

収集 収集

将来的には、地域や官民学を
相互連携する利活用

1stSTEPより選んだ興味のある分野と街の特徴から整備するICTを検討

例えば、地方都市と
福祉生活分野を選択した
場合、行政・民間主体の状
況からどのようなICT利活
用サービスが必要かを検討
する。（例：遠隔健康相談）
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「新サービス創出型」街づくりイメージ図（案）

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

自治体
保有データ

（写し）

民間
保有データ

（写し）

医療機関
保有データ

（写し）

個人
保有データ

（写し）

学術機関
保有データ

（写し）

（
デ
ー
タ
の
安
全
な
管
理
・
流
通

の
仕
組
み
）

収
集

データ連携 データ連携 データ連携

単身高齢者の買い物・配送個人の健康管理 地域情報の配信

【効果】
高齢者の趣向に合わせた商品の販売・
配送

自治体

地域商店

学術機関
【効果】
住民の行動パターンや嗜好に合わ
せ、必要な情報を効率的に配信

【効果】
自宅にいながら、遠隔地の医療従事者とバイタル
データに基づいた健康アドバイスの提供

多分野からデータを収集し、収集データの中から必要データを連携し、付加価値の高いサービ
スに活用

連
携

活
用

自治体 民間 医療機関 個人学術機関
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「新サービス創出型」街づくりの課題及び解決方策

○ビッグデータの活用

・データの所有者（住民）、運用者（自治体）の権利と
義務

・データの利用条件

（公開可能範囲、提供料金、紛争時の対応など）

○センサーの活用

・センサーネットワークの事業者選定要件

・センサーネットワークの利用周波数

制度

○街の特徴、利用者属性を意識した効果的な

ハード・ソフト一体となったプラットフォームの

構築・運用ルールの規定

○利用住民のICTリテラシーの向上、情報端末

の高度化、使いやすさを考慮したインター

フェースの開発

○ビッグデータの活用

・デジタル情報の安全性を担保する暗号化技術

・データをサイバー攻撃から守る検地・防御技術

・多種多様な形式の大規模データを蓄積する仕組み

（リアルタイムデータを蓄積・処理する仕組みを含む）

○センサーの活用

・センサーネットワークの方式

（提供エリア、通信帯域、電池寿命など）

・プライバシーを侵さずライフログを取得する技術

技術

課題解決方策実現に向けた主な課題

17
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ICT街づくりの実現による社会的・経済的効果等

●イメージ図、ポンチ絵
●できるだけ一般市民でもわかるようなもの

◆経済的効果

■対照群 282人

平均年齢70.2歳

◆実施群 94人
平均年齢70.1歳

ｐ＜0.05

35.635.635.635.6万円万円万円万円

22.922.922.922.9万円万円万円万円

32.532.532.532.5万円万円万円万円

24.424.424.424.4万円万円万円万円

22.422.422.422.4万円万円万円万円

27.027.027.027.0万円万円万円万円

27.327.327.327.3万円万円万円万円

42.942.942.942.9万円万円万円万円

22.822.822.822.8万円万円万円万円

37.437.437.437.4万円万円万円万円

45

開始時 1年後 2年後 3年後 4年後

健康づくり実施群

対照群

差額差額差額差額：：：：104,234104,234104,234104,234円円円円

対
象
者
１
人
あ
た
り
医
療
費
（円
／
年
／
人
）

40

35

30

25

20

（万円）

支出の抑制 住民が健康で元気に安心安全に暮らすことによる疾病に関する経費の低減

◆社会的効果

Ex.）新潟県見附市における運動プログラムの取り組み成果（医療費）

Copyright©筑波大学久野研究室、㈱つくばウエルネスリサーチ、新潟県見附市 2012 All Right Reserved

【見附市での医療費削減効果（推計）】

参加者一人当たり約100,000円/年の医療費の差額

高齢者（65歳以上）約2,900万人全てに効果があると
想定すると

＝約2.9兆円/年の医療費の削減効果

医療分野以外の経費にも適応可能

⇒例えばセンサーとM2Mによる状態監視の無人化及び省力化等

高齢者が健康で元気に活動できる街づくりの実現は、日本の抱える本質的な共通課題（少子高齢化、地域GDPの減少等）の取り組
みへと通じる。

高齢化社会への対応

諸外国に対して、高齢化対策の街づくりモデルを提示することができる。

グローバル展開

地域経済の活性化 生産活動及び消費活動をICTにより支援することで、多くの高齢者が社会参画の実現

Ex.)テレワークやeラーニング、買い物支援
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新サービス創出型を起点としたICT街づくり発展イメージ例

個人の健康管理

【内容】
個人のバイタルデータに基づく遠隔
健康相談

【効果】
自宅での医療従事者との健康相談
自身のバイタルデータの収集と記録

行動予測と健康情報の提供

【内容】
個人の行動データと環境データから具体的な予測
とアドバイスの提供
【効果】
個人の体調・実生活に則した健康情報の提供

花粉情報

紫外線情報

高度な医療管理

【内容】
個人のバイタルデータと医療・学術機関データを
活用した高度医療・調査研究
【効果】
新分野への調査研究への進展

ICT街づくりは、同一自治体内での他分野データの利活用と、他自治体とのサービスエリア拡
大という2つの発展イメージが考えられる。

他自治体と同じ分野で

サービス連携すると・・・

医療連携

【内容】
医療機関の連携による診療、診察
【効果】
どこからでも自身のカルテを元に診察を受けら
れる

同じ自治体で収集データを

増やすと・・・

【内容】
緊急患者受け入れ可能病院の検索と緊急車両の
交通流ナビ
【効果】
医療、行政サービス等の向上

交通案内等他分野への活用

自治体A 自治体B

同じ自治体で

都市センシング
型街づくりを
組み合わせ
ると・・・

他自治体と

都市センシング
型街づくりを
組み合わせ
ると・・・

他自治体連携でのサービス発展イメージ

同一自治体内でのサービス発展イメージ

新サービス創出型

街づくりマネジメント型

新サービス創出型

新サービス創出型

街づくりマネジメント型
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街づくりを下支えするプラットフォーム

2015年の個別プラットフォームを活用したサービス提供から発展し、2020年には共通プラッ
トフォームを活用し、官・民・学が相互連携した新たなサービス・価値を創造

2015年

個別のプラットフォームを活用
したサービス提供（実証等）

官・民・学の相互連携を実現する
共通プラットフォームの利活用

連携 活用データデータデータ

連携 活用データデータデータ

連携 活用データデータデータ 共通プラットフォーム

構築

技
術
の
進
展

制
度
の
対
応

・プラットフォームの技術
提供

・民間サービスの提供・
拡大

民

・プラットフォームの運用
・制度整理（機密データの利用、
データ様式標準化、許諾等の
運用ルールの規定）

・行政サービスの提供・拡大

・有効性の仮説、検証
・高度化、拡大に向けた
効果測定

・学術サービスの提供・
拡大

学

官

連携

連携

連携

2020年

収集

収集

収集

官・民・学の役割

・運用スキーム（運用主体・共同利用規定等）

・データの利用規定（二次利用規定・技術標準化等）
諸課題

データの安全な利活用（認証等）、データの安全保管（暗号化・分散保管等）、データの

安全な流通、証拠追跡・課金、etc

プラットフォームの
要求条件

異なる分野の情報を組み合わせ、データを二次利用するための、セキュアかつ適切な

管理や流通を実現するもの

プラットフォームの
概念

自治体A

自治体B

自治体C

20



11

参考1-1 「新産業創出型」街づくりに活用するICTの考え方

クラウド、ブロードバンド、ワイヤレス、センサー、ID活用ICT

地域アイデンティ
ティ

福祉生活

プラットフォーム

家族多い

ICTリテラシー発展中

ICTインフラ一部充実

地方都市

ラーニング

高齢者多い

ICTリテラシー今後発展

ICTインフラ課題

家族多い

ICTリテラシー比較的高い

ICTインフラほぼ充実

若者多い

ICTリテラシー高い

ICTインフラ充実

街の特徴

I

C

T
利
活
用
分
野

成熟都市成長都市大都市街

基盤サービスによる情報活用

データデータデータ 連携 活用 連携 活用 ・・・

高付加価値農林水産品流通（EC）

地域特産品のブランディング、パッケージング（EC）

遠隔医療、医療・介護連携（データベース、データ連携、画像配信）

電子教科書、電子図書館（デジタルアーカイブ）

将来的には、地域や官民学を
相互連携する利活用

地域課題に応じた利活用

民間（e-learning、勉強アプリ）

行政主体（教育機関）

行政主体（地域診療所）
民間主体（高度医療機関）

行政主体（行政広報誌、直売所、道の駅）
行政＋民間（ネット食材宅配サービス、SNS）

・ ・ ・ ・ ・

データデータデータ

収集 収集

1stSTEPより選んだ興味のある分野と街の特徴から整備するICTを検討
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参考1-2 「新産業創出型」街づくりイメージ図（案）

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

自治体
保有データ

（写し）

民間
保有データ

（写し）

医療機関
保有データ

（写し）

個人
保有データ

（写し）

学術機関
保有データ

（写し）

（
デ
ー
タ
の
安
全
な
管
理
・
流
通

の
仕
組
み
）

収
集

データ連携 データ連携

地域特産品のブランディング電子図書館（デジタルアーカイブ）

【効果】
産地・生産者の情報、安全性等が見える特産品の販売・流通

自治体

学術機関

【効果】
自宅や、近所の図書館より電子書籍を回覧

連
携

活
用

自治体 民間 医療機関 個人学術機関

図書館 学術機関

自治体

生産者

民間

多分野からデータを収集し、収集データの中から必要データを連携し、付加価値の高いサービ
スに活用
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参考2-1 「ソーシャルコミュニティ型」街づくりに活用するＩＣＴの考え方

クラウド、ブロードバンド、ワイヤレス、センサー、ID活用ICT

安全生活

プラットフォーム

家族多い

ICTリテラシー発展中

ICTインフラ一部充実

地方都市

安心生活

高齢者多い

ICTリテラシー今後発展

ICTインフラ課題

家族多い

ICTリテラシー比較的高い

ICTインフラほぼ充実

若者多い

ICTリテラシー高い

ICTインフラ充実

街の特徴

I

C

T
利
活
用
分
野

成熟都市成長都市大都市街

基盤サービスによる情報活用

データデータデータ 連携 活用 連携 活用 ・・・

子育てサポーター（マッチングシステム、SNSなどコミュニケーションシステム）

在来メディアとSNS等による災害時通信（ホワイトスペース）

地域課題に応じた利活用

行政+民間主体（SNS,掲示板）
行政主体（子育てセンター）

行政主体（避難所）
行政+民間主体（SNS、サイネージ）

・ ・ ・ ・ ・

データデータデータ

収集 収集

将来的には、地域や官民学を
相互連携する利活用

1stSTEPより選んだ興味のある分野と街の特徴から整備するICTを検討
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参考2-2 「ソーシャルコミュニティ型」街づくりイメージ図（案）

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

自治体
保有データ

（写し）

民間
保有データ

（写し）

医療機関
保有データ

（写し）

個人
保有データ

（写し）

学術機関
保有データ

（写し）

（
デ
ー
タ
の
安
全
な
管
理
・
流
通

の
仕
組
み
）

収
集

データ連携 データ連携

子育てサポーター等マッチング

【効果】
子育て世帯とサポーターを地域住民で支え合う仕組みを実現

連
携

活
用

自治体 民間 医療機関 個人学術機関

自治体

住民

サポーター

サポーター

サポーター

在来メディアとSNSによる災害時通信

【効果】
災害時でもSNS等の多様なメディアにより情報を確認

自治体

多分野からデータを収集し、収集データの中から必要データを連携し、付加価値の高いサービ
スに活用
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参考3-1 「都市センシング型」街づくりに活用するＩＣＴの考え方

クラウド、ブロードバンド、ワイヤレス、センサー、ID活用ICT

安心生活

プラットフォーム

家族多い

ICTリテラシー発展中

ICTインフラ一部充実

地方都市

安全生活

高齢者多い

ICTリテラシー今後発展

ICTインフラ課題

家族多い

ICTリテラシー比較的高い

ICTインフラほぼ充実

若者多い

ICTリテラシー高い

ICTインフラ充実

街の特徴

I

C

T
利
活
用
分
野

成熟都市成長都市大都市街

基盤サービスによる情報活用

データデータデータ 連携 活用 連携 活用 ・・・

設備状況のモニタリング（センシング）

防犯監視（Webカメラ）

地域課題に応じた利活用

民間主体（警備会社、webカメラ）
行政主体（地域住民による見守り）

行政主体（職員による監視）

行政＋民間（監視カメラ）

・ ・ ・ ・ ・

データデータデータ

収集 収集

将来的には、地域や官民学を
相互連携する利活用

1stSTEPより選んだ興味のある分野と街の特徴から整備するICTを検討
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参考3-2 「都市センシング型」街づくりイメージ図（案）

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

自治体
保有データ

（写し）

民間
保有データ

（写し）

医療機関
保有データ

（写し）

個人
保有データ

（写し）

学術機関
保有データ

（写し）

（
デ
ー
タ
の
安
全
な
管
理
・
流
通

の
仕
組
み
）

収
集

データ連携 データ連携

設備状況のモニタリング防犯監視

【効果】
街の建造物を常時遠隔地より監視

連
携

活
用

自治体 民間 医療機関 個人学術機関

自治体 民間
警察・自治体

【効果】
街に設置したセンサやwebカメラ情報から、地域の治安情報
を迅速に確認

地域の治安情報

住民

多分野からデータを収集し、収集データの中から必要データを連携し、付加価値の高いサービ
スに活用
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参考4-1 「まちづくりマネジメント型」街づくりに活用するＩＣＴの考え方

クラウド、ブロードバンド、ワイヤレス、センサー、ID活用ICT

プラットフォーム

家族多い

ICTリテラシー発展中

ICTインフラ一部充実

地方都市

安心生活

高齢者多い

ICTリテラシー今後発展

ICTインフラ課題

家族多い

ICTリテラシー比較的高い

ICTインフラほぼ充実

若者多い

ICTリテラシー高い

ICTインフラ充実

街の特徴

I

C

T
利
活
用
分
野

成熟都市成長都市大都市街

基盤サービスによる情報活用

データデータデータ 連携 活用 連携 活用 ・・・

子ども居場所モニタリング（GPS）

公共交通ナビゲーション（GPS）

地域課題に応じた利活用

民間主体（ナビゲーションアプリ）
行政主体（時刻表）

行政主体（地域住民による見守り）
民間主体（ GPS機能付子供用携帯）

・ ・ ・ ・ ・

データデータデータ

収集 収集

将来的には、地域や官民学を
相互連携する利活用

1stSTEPより選んだ興味のある分野と街の特徴から整備するICTを検討

27



18

参考4-2 「街づくりマネジメント型」街づくりイメージ図（案）

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

自治体
保有データ

（写し）

民間
保有データ

（写し）

医療機関
保有データ

（写し）

個人
保有データ

（写し）

学術機関
保有データ

（写し）

（
デ
ー
タ
の
安
全
な
管
理
・
流
通

の
仕
組
み
）

収
集

データ連携 データ連携

子ども居場所モニタリング（GPS）

連
携

活
用

自治体 民間 医療機関 個人学術機関

【効果】
いつでも、どこでも街の中の子どもの居場所や様子を確認

公共交通ナビゲーション（GPS）

【効果】
乗車バスがいつ・どこにいるのかをリアルタイムで確認

自治体民間

住民

多分野からデータを収集し、収集データの中から必要データを連携し、付加価値の高いサービ
スに活用
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    新産業創出型（地域6次産業化）街づくりのイメージ 1 

【地域6次産業化街づくりの基本的考え方】 
・農業にICTを活用し、農家個人の経験や技能を共有化すると共に、自治体等、様々な機関  
 が保有する情報も有効活用して生産技術を向上 
・ICTの利用によりコスト削減等、経営効率を向上すると共に、人材育成も促進 
・物流や販売とのサプライチェーンを強化し、街の重要産業として地域6次産業化を促進 

ICTによる 
生産・サプラ
イチェーンの

強化 

地域6次産業
化の促進 

2012年4月10日 
富士通株式会社 
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    新産業創出型（地域6次産業化）街づくりに活用するＩＣＴ 2 

地域6次産業化街づくりに活用するＩＣＴ 

地域6次産業化街づくり実現による社会的・経済的効果 

【共通となるICT基盤】 
・モバイル端末 
 （スマートフォン、GPS等） 
・各種センサー 
・センサーネットワーク 
・ビッグデータ分析 
・クラウドサービス 
（SCMプラットフォーム、各種DB） 
 

・生産の見える化・経営の見える化等により、「儲かる持続的農業」を実現 
 （売上拡大、経営効率化等） 
・消費者への安全・安心（品質の見える化） 
・地域ブランドの強化による市場拡大 
・エコエネルギー（循環型農業生産）と食料の地産地消 
・農業（生産）から生産-加工-流通-販売-消費を繋げたト－タルな食の産業へ 
 （6次産業化による付加価値の向上、地域雇用の創出） 

【個別のICT活用】 
・コミュニケーション・マーケティング・マッチング 
 などソーシャルサービス 
・エネルギーマネジメントシステム 
・施設園芸環境制御システム 
・トレーサビリティ（RFIDなど） 
・EDI 
・ECサービス 
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Japan Cable and Telecommunications Association Confidential and Proprietary 

ICT街づくりの各類型における 
具体的サービスイメージ 

2012年4月10日 
社団法人日本ケーブルテレビ連盟 

ICTを活用した街づくりとグローバル展開に関する懇談会 
ICT街づくり推進部会 提出資料 
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Japan Cable and Telecommunications Association Confidential and Proprietary 

街づくりの中でケーブルテレビが果たす役割 (資料4-1 P.31) 

1 

街そのものの経営戦略・コンセプト 

エコ・環境 便利・快適 安心・安全 絆 
(コミュニティ) 

ICT基盤 
の整備 

地域情報 
の提供 

地域住民 
の繋がり 

街の活性化・市民の幸福・誇り 

ケーブルテレビが 
果たす役割 
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Japan Cable and Telecommunications Association Confidential and Proprietary 2 

ケーブルテレビによるICT基盤構築事例 (資料4-1 P.14～17) 
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Japan Cable and Telecommunications Association Confidential and Proprietary 

ICTを利用した街づくりとグローバル展開に関する懇談会  ICT街づくり推進部会 
第5回会合 資料5-4  株式会社野村総合研究所  「ICT街づくりの類型を考える」より 

3 

野村総研様による、ICT街づくりの5類型との相関 
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Japan Cable and Telecommunications Association Confidential and Proprietary 4 

新産業創出型 
従来の「組織」の枠を超えたサービスチェーン ～ B2B 

■ 買い物支援システムを通じた人材活用 
      ケーブルテレビ網を活用した買い物支援システムの 
      構築により、地元商店の振興・活性化と、シルバー 
      人材センターを活用して配送事業において、地元 
      高齢者の活躍の場の提供を実現 

      ⇒ 地元商店と、配送事業者、シルバー人材 
          センター等の連携 

■ 地域医療ネットワークの構築 
      ケーブルテレビ網を活用し、市内の大小の医療機関 
      を接続し、イントラネットを構築。 
      診察紹介・予約システムや、救急システム、 
      インフルエンザ登録システム等のアプリケーション 
      を活用し、地域医療の高度化を実現 

      ⇒ 総合病院と診療所、という性質の異なる 
          医療機関の間の連携 
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Japan Cable and Telecommunications Association Confidential and Proprietary 

■ 高齢者向け地域見守り支援システム 
      ケーブルテレビを視聴すると、自動的にデータ 
      放送が起動。服薬支援、通院・受診支援が 
      行われる他、医療機関への緊急連絡にも対応。 

      ⇒ 独居高齢者や在宅医療受診者と、 
          医療機関の連携 

■ 買い物支援システム 
      ケーブルテレビ網と、利用者が使い慣れたテレビ 
      というプラットフォームを活用し、高齢者などが 
      簡便に買い物が出来るアプリケーションを提供 

      ⇒ 高齢者や移動手段を持たない消費者と、 
          地元商店、配送事業者の連携 

5 

新サービス創出型 
「組織」と「個人（市民、消費者）」のコラボレーション ～ B2C/C2B 
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Japan Cable and Telecommunications Association Confidential and Proprietary 6 

ソーシャルコミュニティ型 
市民参加による共助・自助など新たな都市経営への転換を促す ～ C2C 

■ 高齢者向け地域見守り支援システム 
      ケーブルテレビを視聴すると、自動的にデータ 
      放送が起動し、あらかじめ登録した家族などに 
      安否確認のメールが発信される。 

      ⇒ 独居高齢者や独居在宅医療受診者と、 
          遠方の家族との共助 

■ TVサービスへのSNSの組み込み 
      右図は世界最大のケーブルテレビ事業者の 
      米コムキャスト社がサービスの提供を準備 
      中の、ケーブルテレビサービスにfacebook 
      サービスを組み込んだサービスの一例 
      (2011年の同社プレゼンテーションより) 
      国内でも現在開発中の次世代STBの活用等 
      により、近い将来提供可能に 

     ⇒ 多様な端末でのSNSサービスの提供 
         ～番組情報のみならず、地域情報も 
     ⇒ 情報格差の縮小～解消へ 
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Japan Cable and Telecommunications Association Confidential and Proprietary 7 

都市センシング型 
定点情報・時系列管理 ～ M2M 

■ 監視カメラを活用した防災情報サービス 
      独自設置のみならず、国・自治体が設置したカメラ 
      からの情報を収集。緊急災害時には自社チャンネル 
      で24時間リアルタイムに提供。 
      コミュニティFMとも連携し、避難誘導等も支援 

      ⇒ 緊急災害時に、定点カメラ情報を収集し、 
          情報発信・避難誘導・パニック防止等、 
          総合的に活用 
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Japan Cable and Telecommunications Association Confidential and Proprietary 8 

まちづくりマネジメント型 
ユーザ情報フィードバック ～ M2P/P2M 

■ 地域見守り支援システム 
      児童等が持つ、ICタグ信号をケーブルテレビ網に 
      設置したアンテナで受信。保護者はPC端末等で 
      現在地や通過履歴等を把握できる他、あらかじめ 
      指定した地点で検知した場合、リアルタイムで 
      メールで通知される。 

     ⇒ 登下校時や放課後の安否確認が容易に 

     ⇒ 高齢者等の見守りとしても活用される 

     ⇒ 緊急時の所在地特定、避難誘導にも 
         活用可能 
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Japan Cable and Telecommunications Association Confidential and Proprietary 

街づくりの中でケーブルテレビが果たす役割 (資料6-3 P.8 ) 

様々な個人情報 
様々な行政・      
     民間サービス 

生活情報 

つぶやき 

位置情報 

センサ群 

センサ群 

センサ群 

仕様・管理団体・サービス提供者の 
枠を超えた情報の統合 

ビッグデータ 

万全の 
プライバシー・ 
セキュリティ 

対策 

クラウド 
ＩＯＣ 

Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｔ 
Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ Ｃｅｎｔｅｒ 

ＩＤの活用 

万全のプライバシー・セキュリティ対策 

ワイヤレス ブロードバンド 

多種多様、多彩な端末 
利用者に優しいインターフェース 

分析・予測・制御・リコメンド 

バーチャルな 
コミュニティの場 

リアルな 
コミュニティの場 

リアルな 
地域情報 

9 

ケーブルテレビが 
果たす役割 

40



ICTを活用した街づくりのシナリオ 

センサー機能を持った機器の設置 
     （災害に強いネットワークに対応） 

自治体データ 外部データ 

BIGデータ 

ICカード 
災害に強いネットワーク 
無線ネットワーク 
クラウド 

災害時の活用 
（自治体・民間） 

街づくり計画 
 （自治体） 

街づくり計画 
  （民間） 

行政サービス 
     の改善 
  （民間） 

新しいサービス 
 事業創造 
  （民間） 

EV充電器 駐輪場 街路灯 バス停 

Wi-Ｆｉスポット タウンカード ポイント 
（地域通貨） 

統計情報 
統計情報 
気象情報 
交通センサス 
経済指標 

IN
P
U
T
 

O
U
T
P
U
T
 

デ
ー
タ
処
理 

＜必要とするICT＞ 

２０１２．４．１０ 
パナソニック（株） 
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取組 担い手 

① 災害に強いネットワーク基盤の導入  
官・学（開発・仕様標準化） 
自治体・民間（設置・導入） 

② Wi-Ｆｉを中心とした商用無線インフラの整備  民間（導入）、自治体（導入・助成） 

③ センサー機能を持った機器の街中への導入設置 
   →公設公営だけではなく、民設民営、公設民営を増やす 
   →EV充電器、街路灯、WI-FIスポット、バス停、 
     コミュニティサイクル、タウンカード、ポイント  

民間（導入） 
自治体（導入・助成） 

④ ③の自立運転機能の追加。（蓄電池・太陽光発電） 民・自治体（助成）・メーカー（開発） 

⑤ ③を使った情報収集を行いクラウドへ 
   →ログデータ、画像データ 

自治体（自治体クラウド） 

⑥ 自治体管理の統計データ、外部データを整備し、クラウドへ 自治体（自治体クラウド） 

⑦ ⑤⑥のデータを使った街づくりへの活用 
自治体、民間の開発計画への活用 
行政サービスの改善、民間による 
新しいサービス事業の創造 

ICTを活用した街づくりのシナリオ 
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街づくりに必要なＩＣＴ基盤について 

1 

２０１２年４月１０日 
ＫＤＤＩ 

43



Copyright © 2012 KDDI CORPORATION All Rights Reserved. 2 

認証/セキュリティ基盤 

災害に強いネットワーク 
 

データ統合基盤 

サービス連携基盤 

カルテ 
不動産登記簿 

成績 
公文書、等 音楽動画 

購買履歴 

行動履歴 
位置情報 

債権 
預貯金 

定点カメラ 

各種センサー 
自動車プローブ 電力量 

権利 
住民票 

課金基盤 

災害でも消失しないデータ管理基盤 

金融機関等 

インターネット／
サードパーティ 

各種アプリケーション 
（それぞれの中にも構造や基盤あり） 

ＩＣＴを高度に活用する上で重要となる基盤 

固定 モバイル 
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「都市（街）経営」系 

梶浦構成員 
ＩＣＴ活用レベルの高度化・統合化 

医療 教育 防災 住民 

従来のＩＣＴ
活用レベル 
（ツール的な
個別活用） 

等等 介護 

センサー
ネット 

ビッグ
データ 

マイナ
ンバー 

ソー
シャル 等等 

ＩＣＴ的イネブラー 

ｲﾝﾌﾗ維持
費低減 

環境負荷
軽減 

スマート
ＸＸ 

ダッシュ
ボード 

ＸＸ 
最適化 

情報基盤 

認証基盤 

サービス基盤 

ＸＸ基盤 

民間コラボ 

情報開示 

「オープンガバメント」系 

支えあい 

ボラン
ティア 住民新リレー 

ション・コラボ 

街づくり（行政）へのＩＣＴ高度活用 
（前回資料） 
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日本アイ・ビー・エム株式会社 

国保連合会 

医療機関 
（家庭医） 

市区町村 
（介護保険部門） 
【介護保険 
被保険者台帳】 

介護サービス 
事業者 

介護給付費請求明細書 

介護保険 
被保険者 
養護者 

受診 

意見書 

要介護認定申請 

ケアプラン 
作成申請 

ケア・プラン報告 

ケア・サービス 
申込 

介護サービス提供 

介護給付費請求明細書 

国保連合会 

医療機関 
（家庭医） 

市区町村 
（介護保険部門） 
【介護保険 
被保険者台帳】 

介護サービス 
事業者 

介護保険 
被保険者 
養護者 

受診 

意見書 

ケアマネージャー 

介護サービス提案 提供 

介護給付費請求明細 

ケア・プランDB 
ケア・プラン台帳 

ケアプラン参照 

介護給付費請求明細 

プッシュ型 
介護サービス 
受給資格通知 

ケアマネージャー 

介護サービス 
事業者 介護サービス 

事業者 

介護サービス 
事業者 介護サービス 
事業者 

ICT基盤 

問題 
1. ケアプランが介護サービスの現場と乖離するケースがある 
2. 受ける資格のあるケアサービスが分からない人がいる → いつまでもサー

ビスが受けられない（知らないことによる） 
3. 適正な請求・給付が担保されない（ケアプランとサービス事業者からの申

請の整合性担保されない可能性） 
4. 要介護者が介護サービス事業者を選定する際に、サービス事業者を選択す

る余地が少ない（知っている/紹介された事業者から選ばざるを得ない） 

利点 
1. ケアプランが介護の基本情報として、ケアマネージャ、介護サービス事業者、

行政で共有される → ケアプランに基づく適正な介護サービスが受けられ
る。 

2. 受ける資格のあるケアサービスの周知徹底が図られ、資格があるのにサー
ビスを受けられない人を救える 

3. 適正な請求・給付が担保される（ケアプランとサービス事業者からの申請の
整合性が担保されやすくなる） 

4. プッシュ型で介護サービス事業者から提案を受けてサービス選択ができる
ため、サービス品質が向上する 

要介護認定申請 

現行の介護サービス制度 ICT基盤による情報連携の導入 

新サービス創出型情報利活用の例 
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日本アイ・ビー・エム株式会社 

問題 
1.多くの災害関係情報がそれぞれの機関の目的のために収集されている。その結
果住民や市町村に対しての情報提供が個別対応になり、情報を必要とする組
織や個人への譲歩提供に時間や手間がかかっている。 

2.住民に対してきめ細かな情報が伝えられない。 
 

利点 
1.災害関連情報を災害対策本部に一元的に収集・管理・分析することにより、総
合的な状況分析を行うことができる。 

2.希望した住民の住民関連情報（介護状況、所在情報など）と組み合わせて分析
することにより 個人が必要とする情報の提供や災害対応が可能になる。 

3.個々の機関も他の災害関連情報を参照することにより さらに効果的な災害
対応が可能になる。 

現行の災害情報 ICT基盤による情報連携の導入 

都市センシング型情報利活用ビジネス・サービスの例 

センサー情報 

被害情報など 

ライフライン情報 

様々な災害関連
情報 

災害対策本部 

マスコミ情報 

センサー情報 

被害情報など 

ライフライン情報 

様々な災害関連
情報 

災害対策本部 

マスコミ情報 

災害関連情報 

気象庁・河川管理者 

警察・消防・自衛隊 

電気・ガス・水道・電話など 

住民の常用 
介護状況など 
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日本アイ・ビー・エム株式会社 
3 

関連事業者の支援サービス 
 
・情報発信サービス 
・決済サービス 

「安心・安全」の実現 
 
・HACCP管理システム 
・トレーサビリティシステム 

ヒト、モノすべてがつながるネットワーク 
 
・ソーシャルネットワーク (ヒトのつながり） 
・商品の荷動きや保冷状況の見える化 (モノの
つながり） 

飲食店 
小売店 
取引業者 

生産者 
一般消費者 

出荷情報 
産地情報 

取引情報 
消費者情報 

生産履歴情報 
情報蓄積・解析 

鮮度管理 
目利き情報 

消費者ニーズ 
評価 

食品情報 
安全・衛生情報 
産地情報 

取引情報 
商品情報 

小売情報 
消費者情報 

・箱単位での商品鮮度管理 

・場内事業者の戦略的経営 

・市場ブランドの維持 

産地市場・消費地市場 

産地 

消費者 

配送状況 
温度管理 

配送状況 
温度管理 

新産業創出型情報利活用の例 

水産業６次産業化 

水産業６次産業化 
情報連携ICT 
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2012年4月10日 

総務省 ICTを活用した街づくりとグローバル展開に関する懇談会 ICT街づくり推進部会（第8回） 

 

ICT を活用した新たな街づくりモデルのイメージについての考え方 

三井不動産株式会社 辻 田 昌 弘 

 

■「ICTの活用で暮らしや仕事がこんなに便利に、快適になる…」風の”未来図”的イメージへの疑問 

 既にさまざまなところで「利活用イメージ」が提示されており食傷気味。 

 ICTによる豊かさは既に相当程度実現されているという実感（ICTの「限界<効用>逓減」）。 

 ICT（機械）への依存度が高まることへの本能的忌避感。 

 コスト負担に関する懸念。 

 

■むしろより本質的な問題について対策と効果を具体的に示すべき 

 国民の関心・問題意識は、「今よりもさらに快適で便利な暮らしを実現すること」よりもむしろ「将来にわたる社会のサステイナビ

リティ（温暖化、資源エネルギー、少子化、高齢化、治安、防災、財政問題など）への不安を解消すること」にある。 

 従って、これらの諸問題のそれぞれに関して、  

 

① 現状 

↓  

② このまま放置すると○○年後には問題はここまで大きくなる 

↓ 

③ 「ICTを活用した新たな街づくり」に取り組むことにより、                              

問題をこの程度にまで抑え込める 

↓ 

④ そのために必要なコストを明示したうえで、取り組むことの正当性を訴える 

 

という流れで、具体的に数値イメージ等を例示して取りまとめるべきと考える。 

以上 

時間 

問
題
の
規
模 

放置 

ICT 活用 

コスト 
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データオブジェクトやサービスチェーンに着目した類型 
サービスイメージ 

 

ソフトバンクテレコム株式会社 

ネットワークサービス開発部 
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1 

アプリケーションと類型 

アプリケーション 都市 街づくりに
おける課
題 

サービス
チェーン 

データオ
ブジェクト 

街データ 

1 
パーソントリップ･物
資流動調査の高度
化 

都市基盤 自然環境 省エネ･環
境負荷提
言 

M2P、
B2B 

IOP、IOT 既存データ 

2 
環境情報提供サー
ビス 

都市基盤 自然環境 社会イン
フラの老
朽化対策 

M2M IOP、IOT •気象情報 
•状態情報 

3 
医療･健康データ活
用による健康増進 

都心地区 公共サー
ビス地区 

少子高齢
化、都市
化 

B2C IOP •既存データ 
•健康セン
サー 
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2 

行政 

•交通政策立案、フィードバッ
クに活用 
•省エネ･環境負荷低減政策
に活用 
•災害時の帰宅支援対策 
•新型インフル感染爆発シ
ミュレーション 

民間 

•マーケティングデータとして
販売 
•カスタマイズされたナビゲー
ションサービスとして販売(車
椅子利用者専用ルート案内
など) 
•渋滞、混雑情報提供 

国民 

提供 

パーソントリップ･物資流動調査の高度化 

位置情報 

列車、ETC 
等履歴 

事故･工事･ 
災害情報 

収集する情報 

性別･年齢、
勤務先、職
種など属性

情報 

民間利用 

コンビニエ
ンスストア 

不動産投
資会社 

ガソリン
スタンド 

販売 

Open Government 
Japan 

サービス 

公的利用 

http://www.tokyo-pt.jp/person/parson02.html 

情報提供(Opt-in/out) 

位置情報 
履歴
(IOP) 

列車等 
乗車履歴

(IOT) 

インセンティブ(例) 
•税金の有効活用 
•移動履歴の見える化 
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参考)パーソントリップ調査 

東京都市圏では、パーソントリップ調査を、昭和43年以降、10年ごとに実
施し、交通計画などの基本情報として活用 

東京都市圏交通計画協議会HPより http://www.tokyo-pt.jp/person/index.html 
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4 

国民 

位置情報 

気象情報(温
度、湿度、風
速、風向) 

環境情報
(CO2、Nox、
花粉、気圧、
放射線) 

状態情報(加
速度、地磁気、
ジャイロ、ライフ

ライン) 

収集する情報 

環境情報提供サービス 

行政 

•国土交通省、気象庁、地方
自治体へデータ提供 
•老朽化されたインフラの早
期発見 
•全国地下状態地図(数値
地図の地下版)発行 
 

民間 

•大気や水道水の汚染度、イ
ンフラ老朽度に応じた不動
産付加価値提供 
•気象予報サービスでの活用 
•食品メーカーが安心安全を
付加価値として提供 

飲料/食品メーカー 

気象サービス 

Open Government 
Japan 

提供 販売 

サービス 
センサー(IOT) 

民間利用 

インセンティブ(例) 
•税金の有効利用 
•生活インフラの安定利用 

不動産投資会社 
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5 

情報提供(Opt-in/out) 
国民 

位置情報 

電子カルテ
など医療
情報 

心拍、血
圧、運動 
など健康
情報 

性別･年齢、
食生活など
属性情報 

収集する情報 

医療･健康データ活用による健康増進 

行政 

•メタボ対策等医療費抑制
政策の基本情報として活用 
•スポーツを通した地域コミュ
ニティの活性化に活用 
•体育館など、公共施設の有
効利用 

民間 

•製薬会社による新薬開発に利用 
•スポーツクラブなどの付加価値と
して販売 
•コンビニ等が、顧客に応じた献立
を提供 
•生命保険会社による利用 

Open Government 
Japan 

提供 販売 

サービス提供 

製薬会社 

コンビニ 

スポーツクラブ 

民間利用 

保険会社 

インセンティブ(例) 
•健康管理の見える化 
•スポーツクラブ、医療費の割引 
•生命保険の割引 
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ICTを活用した街づくりとグローバル展開に関する懇談会 
ICT街づくり推進部会 第８回資料 ２０１２年４月１０日 

情報通信政策研究本部 
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ICT街づくり類型例 A）大都市 B）地方都市 C）成熟都市 

市
民
系
魅
力
化 

①コミュニティの
活性化で絆が深
まる街づくり 

・多様なコミュニティの連携
による街づくり 

・コミュニティ力で進める街
づくり 

・地域体験・風土の知恵
による街づくり 

②新サービスの
創出で魅力高ま
る街づくり 

・文化芸術ビジネスによる
街づくり 

・コミュニティビジネスによ
る街づくり 

・地域生活文化に係る
デジタルアーカイブスに
よる街づくり 

企
業
系
活
性
化 

③新産業の創出
で雇用が生まれ
る街づくり 

・Small Businessの活性化 
・消費高次集積による選択
消費ビジネス創造 

・「商業＋観光＋創造」に
よる街づくり 
・世界のSCを担う製造業 

・一次産業高度化によ
る街づくり 
・エコライフ支援事業 

④官民の連携で
公共を支える街
づくり 

・エネルギーや都市施設の
運用に関する情報利活用
(グリーンICT） 

・健康医療福祉・安心関係
情報の利活用事業 

・地域の自然環境情報
の保全運用事業 

政
府
系
効
率
化 

⑤住民との共創
で発展する街づ
くり 

・３Rによる街づくり 
・都市生活情報整備による
街づくり 

・教育文化等教協サービ
スによる街づくり 

・高齢者と児童への福
祉による街づくり 

⑥街インフラの
最適化で持続す
る街づくり 

・都市防災事業による街づ
くり 
 

・都市モビリティとユーティ
リティの高度化による街づ
くり 

・環境共生インフラによ
る街づくり 

ICTを活用した街づくりのモデル検討について  
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ICTを活用した街づくりに必要な情報整備主体について  

地理空間情報、地域環境情報 
行政施設情報、地域インフラ情報 

公共財としての情報 
基本情報（ストック） 

個人・世帯関連、固定資産関連 
法人・業界関連、他私有系情報 

私有財としての情報 
基本情報（ストック） 

アクティビティ（フロー）情報 
 
 
 

アクティビティ（フロー）情報 
 
 
 

まち情報整備公社 
・公私の情報を安全かつ有用に使えるように整備 
・最適ICT導入・法制度対応の両方実現／ポータル化 
・加工、編集等利活用による知的成果の流通促進 
・地域文化圏毎の主体とし各地域で連邦的仕組み 

市民 
コミュニティ 
その他 

企業 
業界団体 
その他 

自治体 
公的団体 
その他 

利活用 
フィードバック 

利活用 
フィードバック 

利活用 
フィードバック 

まち・地域 
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２０１２年４月１０日 
株式会社ＮＴＴデータ 

都市センシング型 ＩＣＴ街づくりのイメージ 
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【都市センシング型 街づくりの基本的考え方】 
 都市インフラを「見える化」し情報流通を実現することにより、業界・空間・時間を越え、行政・住民・企
業・地域コミュニティ等が共に創る“まちづくり”を実現 

住民（家庭） 

交通機関 

ユーティリティ企業 

企業 

ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤・ｸﾗｳﾄﾞ基盤 

スマートハウス 
・商用電力、太陽光、蓄電池を最適制御と 
 電力の見える化による省エネを実現 
・太陽光/コージェネを利用した蓄電 
・非常時、自家発電によるの地産地消を実現 
・安心、安全の正確で迅速な情報確認 

インフラ基盤(通信、情報) 
・震災に強い地下埋没ケーブル、ワイヤレス通信整備 
・住民台帳、電子カルテ等の情報基盤を二重化された 
 クラウド基盤で管理 
・非常時は衛星無線・移動基地局により通信を確保 

ライフライン/エネルギー基盤 
・BCP/DRへの対応 
・復旧支援 
・非常時のコミュニティ全体への電力融通 
・市民への安心／安全の提供 
 

交通インフラ基盤 
・情報を活用したオンデマンドEVバスなどによる 
 利便性、省エネの実現 
・非常時の移動手段の確保 
・テレマティクスによる位置情報の確保 
・迅速な交通網の確保、ロジスティックスの仕組み 

公共施設・役所・学校 

スマートビル 
・BCP/DR 
・BEMSによるエネルギー最適化と再生可能 
  エネルギーの有効活用 
・企業防災システムの提供 
・太陽光/コージェネによる非常時の電力確保 
・衛星無線による非常時の通信確保 

スマートガバメント 
・環境、地震、津波等のセンサーネットワーク 
・迅速、確実な情報伝達システムの整備 
・位置情報を活用したコンシェルジェサービス 
・GIS基盤による災害マップの早期作成 
・迅速に復旧可能なコンテナ型データセンタ 
・多様な端末を活用した住民安否確認 

センサ 
ネット 

共創型クラウド 

サービス連携 

データ収集・蓄積・評価・分析・配信・活用 

１．都市センシング型 街づくりのイメージ 
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各種デバイス 

ビッグデータ 
活用サービス 

金融 

3G/WiMAX/LTE 
FTTH/DSL 
WiFI/Zigbee/ 
6LoWPAN 

利用者 

高付加価値サービス提供 
（マーケティング、最適化等） 

”M2Mクラウド”プラットフォーム 
車両 

人感センサ 電力センサ 

気象センサ 

ロボット 

家電 

健康機器 

監視カメラ 緊急通報機 

携帯電話 

官公庁 医療機関 

データ提供 

デバイス管理・ 
制御 

各種 
アプリ 

ケーション 

各種 
アプリ 

ケーション 

医療分野 
アプリケーション 

農業分野 
アプリケーション 

エネルギー分野 
アプリケーション 

医療機器管理･制御 

検査データ収集･管理 電力制御 

生産設備管理・制御 発電量予測 

成分･品質データ管理 

等 

PaaS（プラットフォーム） 

ユーザ管理／認証 センサ情報取得／蓄積 課金 デバイス管理 

データ収集 データ分析処理 

IaaS（インフラ） 

ファシリティ 
ハードウェア・グリッド 

仮想化インフラ 
オペレーティング・システム 

クラウド管理基盤 

地図情報連携 気象情報連携 

企業 住民 自治体 

ビッグデータ 

ブロードバンド 

ワイヤレス 

センサ 

クラウド 

２．都市センシング型 街づくりに活用するＩＣＴ 
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社会的効果 

経済的効果 

住民へのアカウンタビリティ向上 
  公共施設（資産）の見える化に伴う行政の透明性実現 
雇用創出 
  地域住民等による情報収集、社会インフラ点検調査 
コミュニティ形成 
  家庭のエネルギー利用状況を地域ボランティアに展開 
  共創型クラウドを用いたコミュニケーション環境の提供 
都市計画への活用 
  蓄積データの活用による永続的なまちづくりの実現 等 

コスト削減（構築費用） 
  ICTの活用／高度化による構築費用の削減 
コスト削減（維持管理費用） 
  公共施設点検等のICT化推進による効率化 
戦略的インフラ管理の実現 
  ICT活用によるライフサイクルコストの最小化 等 

３．都市センシング型 街づくり実現による社会的・経済的効果 
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システム価格に占めるセンサーおよび工事の割合は７０％以上にもなり、センサーを無線
化・電源自立化をすることで約４０％コスト削減可能と試算 

ex.センサーの無線化・電源自律化に伴う経済的効果 

センサー 
（４２％） 

●現状 金物類 
（１０％） 

工事・監督 
（３１％） 

ソフト・SI 
（１７％） 

全体で７０％以上！ 

センサー 
（３０％） 

汎用化効果 

工事 
（１０％） 

無線化や電源
自立化 

金物類 
（５％） 

センサー小型化 
による効果 

ソフト・SI 
（１７％） 

約４０％ 
の削減効果 

●将来 
（センサーの 
無線化、自立化） 

※大規模公共構造物のモニタリングの例 

３．都市センシング型 街づくり実現による社会的・経済的効果（試算例①） 
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業務効率化効果 ICT活用効果 政策効果 

KPI 項目 目標 （%） KPI 項目 目標 （%） KPI 項目 目標 （%） 

情報連携の効率化 

エネルギー関連企業
の90％がプラット
フォーム上で情報を
連携 

情報公開サイトへの
アクセス割合 

エネルギー利用情報
を得ようとする利用
者の60%がサイトを
利用 

政策立案に利用され
たデータの割合 

蓄積されたデータの
10%を実際の政策立案
に利用 

情報のリアルタイム
性 

情報提供が30分以上
遅れた割合が10%未
満 

- - 省電力化率 
情報連携により10%の
電力が削減 

ex.エネルギー情報流通 

３．都市センシング型 街づくり実現による社会的・経済的効果（試算例②） 
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 街づくり当初から都市インフラにＭ２Ｍ基盤を整備 

 都市データ収集・蓄積における拡張性の確保 

新たな都市インフラマネジメントを実現する街づくりの実現には”業界（立場）””空間（
場所）””時間（世代）”を越えた情報流通および連携の実現が不可欠。 

実現に向けた課題 実現に向けた課題解決方策 

空間（場所）を越えた連携 

業界（立場）を越えた連携 

・異なる地域に点在する情報の共有 

・バーチャルなコミュニティ形成の仕組みを具備 

時間（世代）を越えた連携 
・時系列に蓄積されたビッグデータの活用（都市計画作成
等） 

・世代を超えた、重要施設の管理・運用・計画作成に活用 

・センサーによるデータ収集に加え、住民・コミュニティより収
集されたデータの融合 

・収集したデータを、住民・コミュニティ・専門家等にも広く開
放し、データを活用 

・業界間連携に向けた“データ／IDハブ”機能を具備(標準
化等) 

４．都市センシング型 街づくりの課題及び解決方策 
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ケーブルテレビを活用したコミュニティーの維持・活性化 

今後は、地域に展開した大容量・双方向のインフラ、又WiMAX、WiFi等の
無線を活用し、より一層地域に密着したコンテンツ提供や、地域住民 / 行
政 / 大学 / 地元企業等と共同して、コミュニティーの維持、活性化を実現し
ていく。 
•日頃の公共情報/地域情報の配信によるコミュニティ活性化に加え、災害

に強い街づくりに貢献する「コミュニティチャンネル」、「公共・地域情報
サービス」の分野  

•少子高齢化の地域社会に貢献すべく、地元企業等との地域内連携を実
現化するサービス/プラットフォームとなる「生活支援サービス」、「コンシェ
ルジェサービス」の分野 

ケーブルテレビは、地上・BSの基幹放送の再送信に加え、多チャンネル放

送や地域に密着したコミュニティチャンネル、さらにインターネットや電話
サービス等の提供も行っている。従って、社会的責任を持った地域に密着
した重要な情報通信基盤としての役割を担っている。 

【１．現状のケーブルテレビ】 

【２．今後のケーブルテレビ】 

1 

2012 / 4 / 10 
構成員 住友商事 平岡(代理 関) ICTを活用した街づくりとグローバル展開に関する懇談会 ／ 第８回ICT街づくり推進部会向け資料 
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ケーブルテレビを活用したコミュニティーの維持・活性化（イメージ図） 
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（J:COMより資料提供） 
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（富山大学 山西教授資料より抜粋） 
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（富山大学 山西教授資料より抜粋） 
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共通基盤ICTと利用者視点の街づくりイメージ 

これからの街 
センサ等で収集した多種多様な情報や行政が保有する情報が、地域
間や利用分野間で流通・連携し、街の機能の効率化、魅力向上、安
全・安心、新ビジネスや産業創出等に寄与 

共通基盤ICT: サーバ機能を有する地域メッシュネットワーク 
情報通信の耐災害性を高めた災害に強い街づくり 
情報の地産地消による地域産業振興、新ビジネス創出 
多種多様なセンサ収容とアプリケーション提供を担う共用基盤 
 
①新産業創出型、②新サービス創出型、③ソーシャルコミュニティ型、

④都市センシング型、⑤街づくりマネジメント型 へ寄与 
最大数キロ四方を１単位とし、複数をつなげて様々な規模の街をカバー 

利用者視点の街イメージ 
平時： 安全・安心、住民・行政・企業間の情報流通、地域産業活性 
非常時： 安全確保、健康維持 
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災害に強いワイヤレスネットワークに支えられた 
安全安心で豊かなコミュニケーションのある街づくり 

児童・高齢者見守り 交通モニタリング 

2 

地域防犯・防災情報伝達 

災害情報周知 避難誘導 居場所登録・伝言 避難所到着登録 救援物資情報 被害・復旧状況 

地域広告 公共広告・回覧 

 非常時： 障害に強い通信網と情報システムによる非常時アプリ 

  共通基盤ICT： サーバ機能を有する地域メッシュネットワーク 

平時：センサ情報等を活用した安全・安心アプリや広告等の地域産業活性アプリ 
障害者との対話 観光国際化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

広域連携 
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メッシュノードの機能 
•メッシュ通信 
•情報蓄積・処理・共有 
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メッシュノードの形態 
•ノード単体 
•社会インフラ一体型 
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サイネージ 

家庭 役所 

商業施設 

学校 
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公園・避難所 

交通関連施設 

公共セクタ、民間セクタが共同利用 
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